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地方自治法 (昭和 22年法律第 67号)第 252条の38第 6項の規定に基づき、長崎県知事から令和 4年度包

括外部監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があつたので、同項の規定により、次のとおり公表する。 .
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長  崎  県  知  事  大石 賢吾

令和4年度包括外部監査の結果に基づく措置について (通矢日)

このことについて、地方自治法第252条の38第 6頂の規定に基づき、別紙の
とおり通矢□いたします。



令和 4年度包括外部監査結果に係る措置に関する調書

<テーマ>長崎県の離島・半島振興に関する事務の執行について

Ⅲ 包括外部監査の結果報告・各論

第 1 地域振興部

第 2 企画部

第 4 産業労働部

第 5 水産部

第 6 農林部
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令和4年度包括外部監と結果に係る措置に関する田書

Ⅲ 包情外部室との結果韓告・各由

第1地域振興部

措置計画又は今後の方向性措置状況

てヽ

に、複数人での確盟をは底しております。

項 目

長彎屎お増湮素雇用覇出狩 レ
"宝
郎 覇 勁全 蓼住

=郎
票

【チェックリストの記載が不十分なものがある】

―件記録中,記載が途中で終わつている未完成のチェックリストが綴じられているものがあつた。県の通知にもあるようI二,チェックリストは補助金交付事務の
適正化という重要な目的のために作成されているのであるから,一件配無には完成したチェックリストがなければ適正な事務が行われたか検証することに支障
が生じる可能性がある。

▲士お―■ロロ鶴:=世 卓Bレ去うす‐手ィッカiJスト寿Bにfム`でべ寿rムス_r指協二Eう

所管

曜顆つくり

推進課

韓告書蜀

p31
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令和4年度包括外部監査結果に係る措置に関する限書

Ⅲ 色精外導監との備暴颯告・各由

第2企画部

措置計画又は今後の方向性措置状況

ててし

て

て

【仕様書と見積り内容に出掲がある】

員の
二重計

750円、「講演対応(当日準備等を含む)」として47として141

ているに

ているため、費用の

を支払うことが必要なのか、行政の財務執行

この管理職向けDX施策立案講座が 1

本件は管理職向けのDX施策立来講座を実施するために、講座内春の企画とそ

「現地7~‐,300円計上されており、その内訳は「

てし

項 目

株式会社西海クリエイティブカンパニーに対する本事業による補助金衰付について、事業計画書には、「事業のスケジュール」という項目に、システムの構築の
ス″ ュールが配載されていた。そこには、①必要手続き精査(自治体業務の把握、連携):令和3年 10月 ～12月 、②レステムの開発:令和4年 1月 ～2月 、⑥レ
ステム運用習熟(自治体との連携):令和4年 1月～2月 、@レステムの稼働・案肛:令和4年 1月～3月 と記載されていた。
これに対して、事業報告書には、「開発期間」として令和4年 1月 10日～同年2月 28日、「奥趾期間」として令和4年3月 1日～同年3月 30日と配載されていた。
これらの記載によれば、システムの穂働・奥肛期間が当初の事業計画書で予定されていた期間と事業報告書で報告された期間が異なつているかのように読み

は、次のとおり、長崎県補助金等交付規則4無及び5条、並びに、同規則13条及び14条に規定されている。(監査結果報告

【事集計画害と事業報告書の内暮の確認が不十分である】

るためのものであり、また事業実績報告書等は、実施した

所管

p48
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令和4年度包括外部監査結果に係る措置に関する田書

Ⅲ 包括外部監との描暴ほ告・各綸

第4産業労働部

措置計画又は今後の方向性措置状況

(措置済 )

令和 3年度までに本補助金を支出した補助事業者
に対しては、支出から5年間、おおむね四半期ごとに
雇用状況の報告を求めてまいります。
また、 する事業

日

の

年に 1

めることとしております

(措置済)

令和4年度の契約においてはやむを得ず前金払を
行う場合は、必要性の検討結果を詳細に祖録いたし
ております。

く循E済 ,

今後、随な契約検討シートを作成する場合は、「他
県における契約事例」の「なしJの内容が分かるよう、
辞細に配載することといたします。

(措置所 )

加えて、都市部の転職希望者の割合を高める為の
新たな取組として、長崎県東京事務所との広報連携
や、ハローワークインターネットシステムを活用した
県外求職者へのダイレクトメール送信を行うなど、都
市部等、県外の求職者に向けた情報発信を強化し
ております。

項 目

長博県地娼企業工娼等立造促遠補助金

【補助金の支出確定通知書に配載されている報告事項が報告されていない】

,年に 1

るデータは.
そ

ていない場合は,

雌島・半島蔦機生インタ…ンカ プ推違事皐黒議晏離

【前払いの必要性の検討結果の記録化】

宅翡鋼造帥 碧義學霧西島那拙8索雷飾盤暗餘 :牝経麟 張尋涯蠍野貢寡皇要益選撃監宴龍胃許哲とができるとされている。通常 .前払金については,受託者にその必要性を疎明

噺 剰 献 附 聟 竜 縮 齢 、稔 ぃの必ヽ難 を検討し赴 で支払い判 断し縞 都 劇 としていない。

前払◆についてl土 貝ぷ子の
'`藝
枠弁け昧し tyュ喜ぷ″iるど,準II断した」3合にlk子の旨井記優4H´てお《べ★で 】́る^`指輸▲】目う

雌島,半島蔦校生インターカ ツプ推通事鼻鼻B曇託

【随意契約検討シート「他県における同様な契約事例」の配載方法】

菟夢鼠乳識温梁粗覗辞報 よと義饂脇簾墜聴轟
約事例媚には,判ゴな切と配悧ことEまつており,この聴助が,インターシ
:実施されたインターンシップに関する事業を指しているかなどが不明確な配載

になつている。
したがつて,障な契約検討シートの「他県における契約事例Jは ,「なし」の意味内容まで把握できるよう1具体的に記載することが望ましい。

都市部を中心とした県外に居住する求職者及び転職希望者を想定しているが,実際には,面散希望の多加者の

て ることを促す景鷲譜議 精君寧解鶏基桑み轍 懇
案瞭に県内企業に転職した多加者の感想や意見
て,◆加者に占める都市部の転職希望者の割合を

は異なる。
は ,

ているが,

所管

企業振興
課

禾釆人柄

課 (旧若者

定着課 )

禾米 人 lT

課(旧若者
定着課 )

木釆人材

採(旧雇用

労働政策

課)

報告書頁

,51

p59

p59

p62
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令和4年慶包精外部監と結果に係る措置に関する日書

Ⅲ 包括外椰菫との情果報告・各B
第4産業労働部

措置計画又は今後の方向性措置状況

(措置済 )

見直し検討状況につきましては、
県内就職を希望するrr人材の集容が難しいという点
に対しては、県内r人精関係の求人情報をまとめて
発信するための仕組みを構築しております。(特融サ
イトの設置と、耳人材に特化した企業説明会イベント
の実施)
職種おt幅広いためマッチングが難しい点に対して
は、
『

人材の職種は、システムエンジエア、プログラ
マー、Wobエンジエア、情報通信系など幅広いた
め、職種の詳細が分かりやすい求人案内を作成して
紹介いたします。

(清こ済 ,

り、1

る(公財〕 るこ

とといたしました(1

項 目

令和3年度長時屎r人材注保支援集湧委語

【事業効果等の検証】

本事業においては,企業への紹介件数50件,マッチングによる成約5件が目標として褐げられていたが,実績としては,紹介件数5件,マッチングによる成約は
0件という結果に終わつた。
目標はあくまでも目根であり,日標が実現できなかつたこと自体を殊更過大に評価すべきではないし,結果については,ある程度長期的な観点で捉えることが

貯 曾税数を大きく下回つたこと,特 Iニマッチングによる成約件数がO件 1こ終わつたことは,ある程度億しく受け止める必要力くあることは否定できな
い 。

いずれにしても,本委託業務においては,…般競争入札の資格要件,マッチングを支援する県内企業の要件,仕様書の内容の妥当性,受託者の業務のやり

方など,日程を大きく下回つた要因が何であつたのか,紹介件数,マッチングによる成約件数を増やすにあたつてのどのような改善点が考えられるのかなど,十

分に分析,検証することが望ましい。

ム
「
>あく望
=:´
い ^`士 巨】

令和3年底長博県プロフエッショナル人材職晴毎点亭集遍菫集B曇置

【刊者応札への対応】

で 1 てヽは,平成26年11月 14日 付「1者応札への対応について」(26会第
のとおり,1

本委託業務は単年度ではな

ても入札今加し易く,
」についても,十分に認められる可能性があ

本をとこ棄落においてl土 例えば 望歳缶類闇■紅独年とするなどして 1者庶劇_井但消する方密弁綸対することぶ望圭l…い_【章豆)

所管

課〕

禾釆人7
課(旧雇用
労働政策
課 )

報告書頁

p65

,66
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令和4年度包括外部監査情果に係る措置に関する日書

Ш 包指外部監との描暴報告・各白

第4産業労働部

措置計画又は今後の方向性措置状況

(措置済)

令和3年度の事業を検証し、令和4年度は、新入
社長・若手社員向け研修内容について、企業の人事
担当者に研修内容や今加者感想等のレポートを
フィードバックするよう改善いたしました。

(語E済 ,

令和4年度は、県内企業の個別相観に対しては、
伴走型支援を行うアドバイザー派遣事業で対応する
こととし、本セミナー事業での個別相談は廃止いたし
ました。

項目

着手人常た着・育成促違に関するオプガ ンセミナー奪田他票覇晏託

【質問・回答の条約とその共有】

本委託事業は,令和3年度に犠いて令和4年度も実施されており,今後も継縮していくことが見込まれるところ,新入社員や若手社員,企業経営者の中には,
同様の悩みを抱えている者も少なくないと思われるため,セミナーや個別相餞で出された質問やその回答の内暮は,他の多加者にとっても有益な情報になり得
る。
したがつて,本委託事業のよ〕こ,継続的な事業実施が見込まれる上に,新入社員・若手社員,企業経営者それぞれに向けたセミナーを個別に開催し,さら1こ
は企業経営者に向けた個別相故まで実施するような増合には,セミナとや相議会で出された質問やその回答の内容については,県において条約して,今加者
に資料としてE布するなどの情報提供を行うことが望ましい。

着手人材定着・育虚促通に田するオンライ`ン・セミナー写□値票看偶冊

【個別相散今加への路路】

パス・コーチング

ておけば相議会がスムーズに実施できる冒の周知にとどめ,◆

1嗣男li相路にたIするこ11の雷F口町▲道の監取についてIよ ユ前に宵閻ユ酉井逮取しておけl蛋お日協会おtスムーズに皇旅で■る旨の周隻□にとどめ ◆加弁IFすこと

に重点お:置いてツフトランデイングさせることが望ましい、(意見)

報告書頁1 所管
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令和4年度包括外部監全情果に係る措置に関する田書

Ⅲ 色括外部ととの結果椴告・各B
第5水産部

措置計画又は今後の方向性措置状況

(措置済 )

ご意見に対しましては、令和 5年度の
研修事業から研修生に対して研修日誌へ
研修時間を日己載するよう、市町へ指示い
たしました。

(措置済)

概算払いに当たつてはこれまでもその
必要性を判断したうえで行つてきたとこ
ろですが、今後は、事業主体が概算払い
を請求してきた際にその理由について具
体的に記載するよう指導するとともに、
概算払いの可否について適切に対応して
まいりますと

項 目

ひとおt創る持犠可能な濾村推進事果貴補助金

【実績報告に研修時間の報告のないものがある】

漁業就業実践研修事業における実績報告として各地域から研修実績表や研修口誌の写しが提出されている。その多くには
実施された研修の時間も記載されているが,なかには研修時間が記載されていないものもあつた。漁業就業実騰研修事業実
施要領には実績報告として研修時間の報告までは求めていないが・補助対象とされている研修の内容や実施状況を確認する
上で研修時間は基本的な要素のひとつと思われる。また,本事業の補助対象である漁業定着支援研修においてはその事務取
扱要領「第3 2」 で日付,曜日,天候,場所,研修内容,研修時間等を研修実施日ごとに記載した研修口誌 (株式第 8
号)の提出を求めている。漁業就案実践研修事業においても1実績報告として研修時間の報告を求めることが望ましい。

漁業就業実践研修に対する補助事業においても 支績報告として研修時間の報告存求めることが望ま しいぃ て章鼻う

持鶴可燒な新水産棠創造事素貴補助金

【概算払いの必要性に関する記載が十分でない】

本補助事業のうちの箱崎漁協の冷凍機更新事業において概算払いがなされているが,その理由として「設置にあたつて契
約の相手方に代金を支払う必要がある」と記載されている。これには,具体的な契約条件や支払時期に関する記載がなく,
概算払いの必要性を判断するには不十分と言わざるを得ない。また,本事業は国の地方創生交付金の交付対象であり,その
関係で年度内に支払を完了させる必要があつてこれも概算払いの理由のひとつということであるが,その旨の記載はなかつ
た。概算払いは例外的な支払方法と位置付けられるものであるから,その理由は不足なく具体的に記載することが望まし
い 。

補助金の概算払いは例外的な支払方法と位置付けられるものであるから その理由は不犀な (具体的に記芭Lすることが望
ま しいぃ (意見 )

報告書頁I 所管
p.

p
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令和4年度包括外部監査結果に係る措置に関する田書

Ⅲ 包括外部監との情果報告・各B
第5水産部

措置計画又は今後の方向性措置状況

(循直 済 )

ご指摘を踏まえ、補助事業者に対し、
事業計画書や事業実績報告書には、具体
的な取組内容、成果目標の達成状況と今
後の対応方策等について記載するよう指
導しました。

(措置済)

今後は、同様の記載誤りが発生しない
内
い
課
まヽて

し

し

直
化
見
強
を
を
制
ク
体

ツ

んフ
ェ

ツ
チ
エ
の
チ
際
の
の

課
裁

ｏ

決ヽ
す

う

の
ま

よ

で
り

項 目

県産水産糊国内販冤強化手票貴稲助命

【事業計画書と事業報告書の内容の差が大きく!具体的日B載に欠けるものがある】

長崎 し 次のとおり事業計画書や事

この を審査するためのものであり,
るためのものである。したがつ
程度に具体的な記載内容でなけ

また事
事て

県産水産れ口肉販売強化事集貴補助金

【記載に誤りがある補助金交付請求喜を受け付け,補助金を交付している】

ある一般社団法人 る に対する本事業費補助金の概算払い請求が
あつた は 「 3 と ていた。

その趣旨目的を果にし
記載された概算払い請

本事業は, り とは

る。しかし, 」 と

のまま受け付け つてい

て し に単な であつたとしても,補助金の交
怠つていると言わぎるを得な
いたような場合には,正 しい記

こと

し にその し,仮に異な が記載されて
出を求めるべきである。

所管

水産畑エ

流通課

報告書頁

p.88

p.88
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令和4年嵐包括外部監と結果に係る構置に関する調書

Ⅲ 色指外部菫との描暴颯告・各B
第5水産部

措置計画又は今後の方向性措置状況

(措置済)

今後は、前金払いの必要性について、
事業者に詳細な記載 (明細表および必要
性等)を行うように指導するとともに、
前払いの可否について適切に対応してま
いります。

項 目

令和 3年度 r長時儀物J品質と準管理業務委託

【前金払請求の必要性が十分に示されていない】

本委託業務においては,委託契約喜 6条 2項に「委託料のうち必要と認められる額については,乙 (委託事業者)の請求
に基づき,前金払により支払うものとする」と定められている。そして,かかる契約条項に基づき,本委託業務においては
委託事業者から前金払請求喜が提出され,県は前金払いを行つている。
しかし,委託事業者から提出された前金払請求書には,単に経費明細書が添付されているのみであり,前金払の必要性に
ついては何らの記載もなく,必要性について疎明されている書類等の添付もなかつた。ヒアリングの結果,担当課は受託業
者に確認し,前金払いの妥当性.必要性について確認して,支出命令喜の摘要襴に記載しているとのことだつた。
委託契約における報酬請求については,その法的性質が民法上の請負契約であつても委任契約ないし準委任契約であつて
も,業務が完了し成果物の確認を行つた後の後払いが原則的取扱いである。そのため,令和元年度の包括外部監査において
も,委託契約において契約金額の前払いを可能とする条項については,「前払いの必要性が認められるとき」などの条件を
付けるなどして改めるべきであるとする意見が出されている。本委滸業務は,契約条項については「必要と認められる金額
について」という条件が付けられており,その点は評価できるものである。しかし,委託事業者からの前金払請求書には,
前払いの必要性についての記載や疎明する何らかの資料などは添付されておらず,前払いの必要性について十分に示されて
いるとは言いがたい。
県は,委託契約において前払請求がなされた場合には,委託事業者に対して委託料の前払いの必要性について示すよう指
導すべきである。

県l土 奉群翠約において前払諸求がた占九た,呂合には 碁群事業者に対して碁託料の前払いの必要性について爪すよう指
道すべきであるぃ (指摘事項う

所管

水産

'ロ

エ

流通課

報告書|百

p.91
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令和4年度包括外部監査情果に係る措置に関する田書

肛 色悟外

“

監との倍暴犠告・各綸

第6農林部

措置計画又は今後の方向性措置状況

(情E済 )

今後、抽出検査の報告書を補助事業の現地溺

査の記録と,て福纂することといた します。

(盾E所 ,

令和4 ミ して

は 、

集約 で

有や、 る よ

にいたします

(措置済〕

令和 4年度事業か ら、年度全体を通 した事業
の計画を配載するように改めております。

項 目

限皓県中山口拍増等直機支払麦付金

【現地調査の報告書が一件記録に綴られていない】

貪穣苦?お壌

'猛

邑基皇堪桑売8ゼ語豊r継とぞ響看駐、選祟帯壌墓伝騒督茫震手憲鼻昌ぷ聖輝鳥無こ桟雹れてぃないため,いつ,議が,どのよ
うな現地調査を行つたのか,―件記録からは確穏することができない。

描日角茎登の一件糀侵 >[^で  冤 Jl,H日 春卓権♂】右儀 室縮 1´′‐儡合 l士担当者 コ日本方禁・ 肉理 題春館星ナ_・′に出甘ムこ麺寿趨鰐甘ムめ hく望圭 I^
い_(章 見)

亡売所セミナ…事皐皐擁 託

【意見,要望,感想等の条約・共有が不十分である】

本事業は平成30年度からの継構事業であるところ,セミナー今加者 (多加希望者を含む)あるいは直売所運営者の意見,要望,感類等を集約する
ことなどは行われていない。本事業は全国的にもあまり例をみない事業であり,このような事業を扱える受託者は全国的にみても多くないことに照
らせば,上述のような意見,要望,感想等を条約するなどして,その情報を共有し,必要であればその情報を提供できるようにしておくことは重要
といえる。

【年度全体の事業計画が示されていない】

て提出された当初の事業計画書には,年度前半分の事業計画しか記載されておらず,その後,事業計画交夏申請書が提出され,
れるに至 ている。

補助金交付決定を出すか否かて した事業計画を踏まえて 補助金交付決定を出すため, 年度前半分の事業計画のみでは,

るに当たつては,年度全体を通した事業全体の計画を記賊してもらうべきであり,県としては,補助金の交付申
な指導をすべきである。して つ

所管

醍山村撮
興課

屋山村撮
興課

晨栞覆留

課

報告書頁

p.98

, 101

p.103
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令和4年度包橋外部監査結果に係る措置に関する日書

亜 包活外部重との描果ほ告・各由

第6農林部

措置汁画又は今後の方向性措置状況

(措置所)

令和4年度事業から、極算払交付請求書を提
出する瞭に事業実施主体に対し支出計画の提出
を求めt概算払いの必要性を審査の上、支出す
るように改めております。

(括H済〕

今後は概算払いの必要性が検討できるよう、

どのような活動に糧算払いを行うのか等具体的

な理由を明記するよう令和5年度事業から改め
ることとしております。

(措置済 )

4年度 (令和3年度実施事菓)まで、完
ついては別フアイルに一式

した

4 よ

まいります。

項 目

金

【概算払いの必要性の検討が不十分である】

奮菅望,霧岳盗撃あ繁符寄翌足雷子足ミ尾兵纂財聾翠翼誓端錦R食吾遭露穣狭おど蓋サ宅な五!1亀指意雲暴君言言響〒訂研珠的な扱いであることこのように,同条2項は,補助金等の交付が原則として精算払い,後拠

となること つ 108, 000円 力t摯員の給与,質借料等で
とどまり,年度後半分の事業計
い 。

あるため, と また.当
画は明られヽ lこ て し

そこで, 2 概算払

また,同規則16条 1 し こ と 犠算払いに る際

に,県に対 し,

【極算払いの必要性を判断するための理由が不明確である】

補助事業者は, 卜 つ い て 己

く , る。 」 して し

ち 具体的に つ のか, 概算払いを行 つ し
いえる

6条の定めは次のとおりであ
後払いであり,概算払いは

る。 (監査結果報告書107頁今照)
「特に必要があるとき」の例外的な扱いである

こで
よう
てい

とをの に , 2 と し

る。
いては,概算払いの必要性を慎重に検討してもらう必要があり,概算払しЧこよる交付を求める補助事業者に対しては,県にお
きるよう,具体的な理由を示させることが望ましい。

したがって,県にお
いて必要性の検討がで

と地生産喜豊パワ…アップ事皐■構助全

【現地調査の報告書が一件記録に組られていない】

本事業における補助金チェックリストの「現地調査」の桐には, 3月 までに実施予定といつた記載がなされており,その後,現地調査が実施された贅宦,奪岳猿「装電曇長ぞ鳥七再状倉狩その導R卸こ関する書面卜件記録に観られていないた磁いa tthどのような調査を行つたのh―件記録からは確認することができない。

描電hi4め -4部 毎 >1_f 編部盟吝卓縮の右与 卓描 I_■捏 谷 l士鯛 当者  と日本■単・ 由虫  a目な磐阜オ メ1=田士 スを額 か爆鰐士 丞ゐツiくど】± 1

い _(煮 鼻)

所管

展栞避宮

課

晨素羅留
課

晨産回妥

巽

p.103

p!106

p.108
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令和4年度包悟外部監査結果に係る措置に関する田書

Ⅲ 包描外部室との描果犠告・各B
第6農林部

措置計画又は今後の方向性措置状況

(藉E済 )

5 1 4

てヽ1よ、
じ

商議のおおまかな内容について報告を行うよう
指導を行い、県が補助事業の結果・効果を担
握・検証して必要な改善等につなげることがで
きるように改めました。

(括E済 ,

本事業における一般競争入れについては、事
業の要綱等に基づいて実施したものですが、結
果として1者応札となりました。
1者応札への対応については、県入札・契約
事務マニュアルに従い有効と判断し、手続きを
進めましたが、 1者応札の解消策について、補
助事業者が市町であつて、市町が事業実施主体
の行う入札を指導等する案件については、改め
て各市町のルールやマニュアルの確認を徹底
し、入札における競争原理が働くよう依頼を行
いました。

(猪正 済 )

本事業では,肥育素牛の導入時期によつて子
牛価格の蛮動が生じ、補助を受けても採算がと
れず導入計画を中止する補助事業者が出ており
ます。
子牛価格は市場でのセリ結果によって、通年
を通して変動が生じるものの、特に年度末の導
入に関しては、他の補助事業実施者等と競合
し、子牛価格が上昇する傾向があるため、年度
末よりも前に、事業実施者に対し、導入計画の
確認を徹底し、計画的な導入を促します。
また、子牛価格の実態を踏まえた補助顕や補
助率の検討を行つてまいります。

項 目

長晴離 鞠百贔力強化手素 (産路ほ死力強化)■稲駒全

【補助事業の進行状況報告に具体的な内容の配職のないものが見られた】

補助事業者に対する状況報告等に関する長崎県の規定は次のとおりである。 (監査結果報告書112頁今照)
小売担当者等との協議を補助事業 (販売強化対策)とするもののなかに,証拠書類の写しとして協議を行った小売担当者の名刺のコピーが添付さ
れていたが,具体的にどのような内容の協議が行われたかの報告がなされていないものがあった。他の補助事業者からは協議や商敵のおおまかな内
容が報告されていることが多く,協議の内容が報告されていない理由を県の担当者に問いたところ,出張報告書が民間事業者である補助事業者の社
外秘書類になっていて (営業活動上の秘密事項に欲当するため)提出できないためということであつた。
当該事業に関しては県の担当者による現地開査において確認が行われ,適正との判断がなされているし,補助事業者が社外秘としている出張報告
書そのものの提出を求める必要求ではないと考えられる。しかし,上記実施要綱が補助事業の選行状況の報告と証拠書類の写しの提出を求める趣
旨・目的は,補助事業が適正に実施されたことを確認するとともに,補助事業の結果 ,効果を把握・検証して必要な改善等につなげることも含まれ
ると考えられる。そうであれば,補助事業者の活動に支障が生じない程度の概要的な内容の報告を受け,その報告内喜について適正な情報管理を行
うなどの方法によつて補助事業者からできる限り具体的な補助事業送行状況の報告を受けることが望ましい。

描日hi圭の球得状況について描日hi葉者の活動 に支瞳あく牛 L査い隠庁で  で井ム隠 り星仏 的な肉森の聾告 弁尋 l十 ムこ >おt望 査 l´ い_(■ 日ヽ

畜産クラスター輌景亭黒受輛駒虫

【一般競争入札で1者応札の案件があつた】

で1者応札の案件があつた。
しかし 刊 け

り として入札等の取
て ,   1 しい。

精助喜業者が市町であって 市留rがユ豊室縮主仏の行 う入劇斉指蓮等する室件について *, lHは市町と協整 して  1者 広刑の健消笹券】aHf甘 ムこ
μおt望
=し
い^(五 旦う

長博和牛■育秦牛導入事皐費輔駒全

【本事業が十分に利用されていない】

本事業では肥育条牛購入費に関して1頭につき定領50千円の構駒がなされるが,昨今の子牛価格高騰のために補助を受けても採算がとれず導入計
画を中止する補助事業者が出ているとのことである。子牛価格高騰は今後も続く可能性が高いようであり,このままでは本事業が存在する意味が間
わ
豊懲名傘お星窪蛙毒

'皇

失を図るうえで肥育素牛の導入が増えるようにすることは必須と思われる。本事業による補助金が最大限に利用されるよ
う,子牛価格の変動に応して補助機や補助率を柔軟かつ機動的に設定できる制度の導入が望ましい。

爺格ぷ恵隆 l´ていムH田菅姦との道入弁
=1畢
するための活動傘については 尋大隠にれI用 よ九るよう 子牛怖14の誉thに庁`して補助箱や緒日h選弁垂

数かつおth的に辞tr士 丞寄II府の道入おt望圭 1^い _ `章 口】

所管

震産

'巨

lエ

流通課

百歴課

百産課

報告書頁

p.111

p l15

p.117
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令和4年庄包橋外部監査結果に係る措置に関する調書

Ⅲ 色括外部監との衛黒報告・各山

第6農林部

措置計画又は今後の方向性措置状況

(活直済 )

本事業においては、今後、補助事業者である

農葉協同組合等から、主要な補助対象経費の支

出に関する証票の提出を求めることとし、 県で

も保存 しておきます。

(槽E済 )

本事業は令和 3年度で終期を迎えたため、本

票責重9習冤塘患轡直忘
=ど

浩嘉絵足搭:茫露
応を実施してまいります。

(措置済 )

5 4月 か ら の発行形態
ン印昂1業務

ました。

に 1 か し い

ため、 1 し と
ンまた、 を要し

てヽ

しま

項 目

登

【畜産事業者への支払の証票がファイルされていない】

の補助事業者は農業協同組合であり,県は同組合に補助金を支出するが,これは同組合が肥育素牛を導入した首産事
とが前提となっている。補助事業者である農業協同組合等は本事業による補助を希望する畜産事業者の憲口業務を行

て

aビ壱ぞ奮ラ含写彊IE要を亀肇乗お子子孝子し患窺垂I察a:先セ横客揆ま言
して実績報告を行うことは一般的と考えられる。補助事業者から実績報告を受
証票の提出を受けてファイルしておくことが望ましい。

したとこ
したとこ ていると

である。しかし
ける際,少なくとも つ

績断喜空者か らl士 ザう′▲｀(と も主導ナ_・精日h対象解書について子の支出に出す 丞訂 車の操 出井尋 I十て ファイル 1´ て滝 てこととt望 主 1´ い^【章 瞑う

分析黒看曇託

【競争入札で1者応札が続いている】

よ

こ票章E::毒構鳥書,星醤ΞEttζとここ毒す誓緯とSと受露藝全盛撃している
いれヽ し , と

に

ら る状況分析や助言も行う

ものであり の で は相応の理由があ

ると考えられる。しかし,1 1 ■)いて 1 べきである。

直響 鐵 弊 騨 鴛 躍 製 玲 紹 辮 帥 絲 鋼 錦 鶴 醜 棚 岬 牌 深は 賄竜望的への落行に向けた取 り畑み 券行 うべ
去である^(指 絡事項 )

【見積選定業者の選定が適切でない】

入札・契約事務マニュアルには,随な契約により契約を締結しようとする場合,見積選定業者は,公正かつ適切に選定しなければならないとされ

お

なつ
と,

辞退
さ

ている。また 2 して お り

委託先は,
した当族2
らに,令和
適切である

林業に詳 し 以下 の 3者 の

3 した とはないとの とであり 令和 3 年度の見積選定業者の選定
と

所管

雷歴課

琶E課

棒B〔課

p l17

p.l19

p.124
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令和4年度包括外部監と描果に係る措置に関する田書

Ⅲ 色括外部監との強暴4告・各B
第6農林部

措置計画又は今後の方向性措置状況

(情重済 )

令和5年 4月から「長崎の林素」の発行形態
等を、取材や記事作成業務とデザイン印昂B業務
を分けるよう見直しました。

また、
刷業務については、
て適切に業者を選定し、適切な値付けが可能と
なる見嶺合わせを行いました。

(梧直 済 )

令和5年 1月 23日のご指摘後、すぐに当酸資
料を元の形に戻したうえ、お確びさせていただ
きました。今後は、資料の振りを保持する等、
当課の職員へ周知・領底を国り、監査人との信
頼関係を損なわないよう努めてまいります。

項 目

碑幕・帯集田檬広韓陰デザイン等栞語 岳

【見積合わせの適切性について,疑義がある】

入札・契約事猫マニュアルには,随意契約により契約を締結しようとする場合は, 2者以上から見積書を徹する必要があるとされている。その趣
旨は,複数の見積書を徴することによって,競争原理を働かせ,適切な値付けをすることにある。
前記のとおり,一般社団法人長崎県林業協会は2年連続で辞退しており,長崎県林業改良普及協会も令和 2年度は辞退しているところ,令和3年
度の見積微機において,担当課の上司から,担当者に対して,「 3者を相手方に選定しているが, うち2者は昨年度辞退している。ということは,
事実上1者瞳契となる。J「辞退した2者に昨年度辞退した理由を聞き取り (もっともらしく理由をっけ),今年度は応札する意思がある目を確認

垣缶」抱定介キ墨壌森暮ら基よF習著畳どを迷災たよ9奪盃菅」
きれてい

ュ:;二:こ継:豊撞;毛二:きEFttζ受:こと,二子 すぞ吾ことそしたがつて,令和3年度は, 3者から見積書を徴することができている:
ある。)から考えて,令和2年度に辞退した2者が,令和3年度に実際に契約に応じる意思があつたかについて疑間がある。そのため,令和3年度
の見積合わせにより,複数の見積書を徹するとした趣旨を売分に達成できたか (適切な値付けができたか)について,疑義がある。

切及億付けがで吾たかについて 懸とがあるため 猿やねЧこ早下すべきで
あム^(指 精喜頂う

サイン等素B晏託

【監奎人との信頼関係を損なう行為】

地方自治法252条の33は,普通地方公共団体に対して,監査の適正かつ円滑な送行に協力するよう努めなければならないと定めている。
前記指摘事項は,本件事業の配録に観られていた担当課上司の部下に対するメールのメモ等により発党したところ,令和4年 12月 22日のヒアリン

案雪そ編奪怯な法たaT是箋基是僚尻場茫捜t密蓬仔宅密;|よ祉乱融塾尋お墨畳懲息ぶヨをF!｀をぁ詈芝肇伝倉,tち、ど声瞥猪岳管奮菅手写写夢露
に前記指摘事項について聞かれることが分かつていながら,その前に,監査人への事前の連絡もなく当蔽メモを外す行為は,監査人から証拠隠減を
疑われてもやむを得ず,地方自治法252条の33が定める協力義務の趣旨に反し,監査人との信頼関係を撮なう行為である。

報告書頁1 所管
p.

p.
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